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第１章 策定にあたっての考え方 

 

１ 策定の背景・趣旨   

国では，人口減少に歯止めをかけ，東京圏への人口の過度の集中を是正するた

め，平成 26（2014）年９月に制定したまち・ひと・しごと創生法に基づき，2060

年に１億人程度の人口を維持するなどの中長期的な展望を示した「まち・ひと・

しごと創生長期ビジョン」と，政策目標等をまとめた「まち・ひと・しごと創生

総合戦略」を同年 12月に策定しました。 

本市においても，国の方針に基づき，2060 年までを基本とした本市の人口の

将来展望などを提示する「函館市人口ビジョン」と，５か年の基本目標や具体的

な施策等を示す「函館市活性化総合戦略」（以下「第１期総合戦略」という。）を

平成 27（2015）年 10 月に策定し，各分野における取組を推進してきましたが，

国全体と同様，依然として人口減少傾向は続いており，地方創生に向け継続した

取組を進めることが必要です。 

そのため，本市の人口減少のスピードを少しでも緩やかにし，人口減少が避け

られないなかにあっても活気と賑わいあふれ，市民が幸せを実感しながらいつ

までも住み続けたくなるまちとなるよう，引き続き，総合的かつ計画的に施策を

推進するため，令和２（2020）年度から５か年を計画期間とする「第２期函館市

活性化総合戦略」（以下「第２期総合戦略」という。）を策定いたします。 

 

２ 期間  

 令和２(2020)年度から令和６(2024)年度までの５年間とします。 

 

３ 第１期総合戦略の状況  

第１期総合戦略では５つの基本目標を掲げ各分野の施策を進めてきたところ

であり，施策の進捗状況を検証するための指標であるＫＰＩ（重要業績評価指標）

の中間評価においては，これまで設定した計 34項目のＫＰＩはおおむね順調に

推移し，一定の成果があったものと捉えています。 

しかし，この間の自然動態は，合計特殊出生率がほぼ横ばいになっている一方，

出生数は減り続けています。さらに，社会動態では 15～29 歳の女性人口の減少

が著しく，進学や就職などで，子どもを産み育てる世代の女性が市外に転出して

いる傾向があるなど，人口減少は依然として深刻な状況にあります。 

人口減少対策の事業は一朝一夕に効果が出るものではなく，様々な分野にわ

たる総合的な取組を長期的な視点に立って粘り強く継続的に進めていかなけれ

ばなりません。 
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４ 函館市人口ビジョン（令和元年度改訂版） 

函館市人口ビジョンについては，国が示す手引きに基づき算定根拠となる数

値を最新数値に置き換えるなどの修正を加え，推計値やグラフ等の更新を行い

ました。なお，中位推計による本市の総人口は，平成 27（2015）年策定時では，

2040 年に約 18 万７千人，2060 年に約 13万４千人と推計し，このたびの更新に

よる推計では，2040 年に約 18万８千人，2060 年に約 13万４千人となり，将来

人口に大きな変動はありませんでした。 

 

５ 計画の基本目標  

本市の人口減少の主な要因は，「若年層をはじめとする転出超過」，「合計特殊

出生率の低下などに伴う出生数の減少」，「高齢者の死亡数の増加」となっていま

す。 

これらを改善するためには，地域および経済の活性化が図られることによる

安定的な雇用の場の確保や，心身ともに健康な生活ができ，安心して子どもを産

み育てることができる環境の整備を継続していくことが重要となります。 

そのため，引き続き，本市が取り組むべき基本的視点を「交流人口の拡大」，

「若者をはじめとする雇用の場の確保」，「安心して子どもを産み育てることが

できる環境の整備」，「高齢者をはじめとする市民が安全で安心して暮らすこと

ができるまちづくり」とし，Society5.0 の実現に向けた AIや IoT 等の技術革新

を取り入れるなど，新しい時代の流れも力にしながら，まちとしての総合的な魅

力を高める取組を展開していくこととします。 

そして，以下の３つを今後５年間の基本目標とします。 

 

基本目標１ 市民一人ひとりの幸せを大切にします 

基本目標２ 函館の経済を支え強化します 

基本目標３ 快適で魅力あるまちづくりを進めます 
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６ 数値目標の設定  

基本目標の達成度を図る「数値目標」を設定します。 

指  標 現 状 値 目 標 値 

数値目標１ 

合計特殊出生率 

1.23 

(平成 30(2018)年) 

1.27 

(令和６(2024)年) 

数値目標２ 

20～29 歳の市外への転出超過数 

累計 2,233 人 

(平成 26～30 年 

(2014～2018 年)) 

累計 2,095 人 

(令和２～６年 

(2020～2024 年)) 

 

数値目標１ 合計特殊出生率 

 市民の希望出生率である 1.8 を令和 42(2060)年までに達成することをめざし

ます。その過程として，令和６(2024)年の合計特殊出生率は 1.27 になることか

ら，これを数値目標として設定します。 

 

数値目標２ 20～29 歳の市外への転出超過数 

 函館市における 20～29 歳の転出超過数を徐々に減少させ，令和 42(2060)年に

０人とすることを目標とし，その過程となる令和２～６年(2020～2024 年)の累

計 2,095 人を数値目標として設定します。 

 

７ 評価と検証  

 ＰＤＣＡサイクルに基づき，第２期総合戦略を着実に実施するとともに，施策

や事業の効果については，ＫＰＩの達成度をもとに，内部評価を行うほか，函館

市まち・ひと・しごと創生推進会議において外部評価を実施します。 

 また，評価の内容に応じて改善策を検討し，必要に応じて総合戦略の改訂を行

います。 

 

８ 第２期総合戦略におけるＳＤＧｓの考え方  

 持続可能な開発目標(ＳＤＧｓ)は，全ての国際連合加盟国が 2030 年までに取

り組む行動計画として，17 の分野別のゴールと 169 項目の具体的なターゲット

が掲げられ，我が国においても，2016 年に「持続可能な開発目標実施指針」を

策定し，国をあげて取組を進めています。 

第２期総合戦略においては，人口減少対策を進めていくため「３つの基本目標」

と「19 の施策」を掲げており，国際社会全体の開発目標であるＳＤＧｓの理念

と関連づけ，施策を推進するものです。 

なお，第２期総合戦略における基本目標ごとの施策に対するＳＤＧｓのゴー

ルとの対照表は，第３章に掲載しています。 
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第２章 施策の方向性 

基本目標１ 市民一人ひとりの幸せを大切にします 

 

（１）基本的方向  

  本市においては，高齢者のみの世帯や単身世帯等の増加などにより，家庭の

力が弱まるとともに，住民どうしのつながりの希薄化や町会の担い手不足な

どにより，地域の支援力が低下してきています。また，一人ひとりの抱える悩

みや困りごとは，介護や子育て，心身の不調，ひきこもり，虐待，経済的困窮

など様々な課題が複合化しているため，包括的な相談・支援を行う必要があり

ます。そのような状況下で，市民が住み慣れた地域で，心身ともに健やかに暮

らすことができるよう，これまで以上に行政をはじめ，事業者や関係機関等が

連携し，共に支え合う必要があります。そのため，高齢者や障がい者，単身生

活者，子育て世帯やひとり親家庭など，支援を必要とする一人ひとりの暮らし

や生活の実情に応じ，市民がより身近な場所で包括的な相談や支援が受けら

れるよう，福祉拠点を整備します。 

  また，地域コミュニティの中核を担う町会や自治会については，担い手不足

や高齢化などの課題を抱えていることから，今後の町会活性化に向け取組を

推進していくほか，学校と地域住民等が力を合わせ，地域と一体となって特色

ある学校づくりを進めるコミュニティ・スクールの活動を支援します。 

そして，これらの取組を「地域のつながりを育む３つの仕組みづくり」とし

て，地域全体で見守り支える体制づくりにつなげていきます。 

  さらに，子育て世代が安心して子どもを生み育てやすい環境づくりとして

子育て世帯に幅広く支援するほか，子どもの学習支援やいじめ対策，保育や教

育環境の充実などを図っていきます。 

 

（２）施策   

① 地域で見守り支える福祉拠点づくり 

《主な事業》 

●地域包括支援センター機能拡充などの福祉拠点整備の推進 

   現在，市内 10 の日常生活圏域ごとに１か所ずつ配備され，「高齢者あん

しん相談窓口」として定着している地域包括支援センターを，高齢者の問題

に限らず，障害，子ども，生活困窮，ひきこもりなど幅広い分野の課題に対

応し，地域の方が気軽に立ち寄れる福祉拠点の整備に向けた取組を進めま
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す。 

 

●介護人材不足の解消 

   地域の潜在的な介護人材を掘り起こすため，最新の介護技術などについ

て学ぶセミナーや職場体験，就職面接会を一体的に行い，即戦力となる人材

の就労推進を図るとともに，介護の仕事について周知し，新たな人材の確保

につなげます。 

   さらに，介護職員初任者研修の受講や介護助手活用・普及のため，補助金

を交付するなど介護職の負担軽減と職場定着に取り組みます。 

 

●町会活性化の推進 

   若い世代の町会離れ，町会加入率の低下，役員のみならず会員の高齢化や

担い手不足など多くの課題を抱えている町会について，地域での支え合い

や見守りなどを担う地域コミュニティの重要性が高まっているなか，町会

関係者以外も参画する町会活性化検討会議や，ワークショップ，セミナーな

どを通じて，幅広い世代の地域住民が町会活動に関わりやすい仕組みづく

りなど活性化に向けた取組を推進するとともに，町会の役割や町会費負担

のあり方の整理，新たな財政支援の実施に取り組みます。 

 

② 健康で元気に生活できる環境づくり 

《主な事業》 

●がん検診の受診率向上 

   本市のがん検診受診率が全国的にみて低い現状を踏まえ，がんの予防や

早期発見のため，がん検診を実施するとともに，未受診の対象者に個別に受

診を勧めるなど，受診率の向上に取り組みます。 

また，様々な関係機関や企業と連携し，がん検診の普及啓発に取り組み，

早期発見・早期治療につなげ，健康の保持・増進につなげます。 

 

●健康寿命の延伸 

   市民が楽しみながら健康に関する知識を習得する場や，運動体験，調理実

習などの実践の場を提供し，参加した市民がそれぞれの家庭や職場で健康

づくりを推進するなど，地域ぐるみで取組を進めます。 

   さらに，市の保健師や栄養士が事業所の実態に合わせた健康情報などを

事業所に出向いて提供するなど，職場での健康づくりもサポートします。 

   また，心身ともに健康で毎日を過ごせるよう歯周病をはじめとした様々
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な検診を充実させるとともに，自殺予防に関する啓発事業や相談支援事業

などのさらなる充実に努めます。 

 

●食育の推進 

   食を通じて心豊かで健やかな暮らしが実現できるよう，食育推進計画の

基本目標に向かって，食育教室の開催や，食育を実践する最も大切な場所で

ある家庭における食育の推進等について，関係団体等と連携して取り組み

ます。 

 

③ 出産・子育てへの支援強化 

《主な事業》 

 ●妊娠・出産支援 

   妊婦の健康管理や子どもたちの健全育成のため，引き続き妊娠や出産，乳

幼児期における各種健診などの公費負担の充実を図るほか，多胎や若年妊

婦などのハイリスク妊婦については個別に保健指導を行い支援します。 

   また，定期予防接種についても，子どもの命と健康を守るため確実に実施

できるよう，広報・啓発活動を一層強化し，接種率向上に努めます。 

   不妊に悩む方に対しては，十分な治療を受けられるよう，特定不妊治療費

などの一部を助成し，経済的負担の軽減を図ります。 

 

  ●地域子育て支援拠点等での相談支援 

   妊娠や出産，子育てなどに関する相談に対応する「マザーズ・サポート・

ステーション」や，地域における子育て支援を行う拠点としての機能を持つ

「地域子育て支援センター（子育てサロン）」のきめ細かな支援展開を図り，

多世代が交流できる場の夜間提供にも検討を重ねたうえで取り組んでいき

ます。 

   さらに，子育て支援隊による訪問や，保健師等による障がい児訪問指導な

ど，保護者に寄り添った支援を実施します。 

 

 ●経済的支援 

   中学校卒業までの子どもにかかる医療費の一部に対する助成について，

今後は，低所得者世帯，乳幼児などに対してさらなる助成の拡大に努めるほ

か，放課後児童クラブ（学童保育所）の利用料の軽減を図り，利用する保護

者の負担軽減についても将来を見据え，取り組んでいきます。 

   また，人物・学業ともに優秀かつ，経済的に進学困難な大学生に対し，返
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還不要な奨学金を支給することに加え，引き続き給付型・貸与型双方の奨学

金などで，大学・高等学校などへの進学を支援します。 

 

  ●預かり支援 

   今後，子育て世代の多様化するニーズに対応するため，保護者の病気や仕

事などにより一時的に保育できない時や，育児疲れを解消したい時などに，

保育所などで子どもを預かる「一時預かり事業」や「病児保育事業」，「トワ

イライトステイ事業」など，各施設における子育て支援サービスの充実に努

めます。 

   また，放課後の子どもたちの安全・安心な居場所づくりを進めるため，放

課後児童クラブ（学童保育所）の質と量の確保に努めます。 

 

  ●保育体制の充実 

   潜在的な保育士有資格者の円滑な就職を支援するため，保育知識とスキ

ルを回復させるための講義や研修を行うほか，将来的な保育人材の確保に

つなげるため，保育士の仕事の魅力発信に取り組みます。 

また，業務負担を軽減するなど保育士の働きやすい環境づくりに努める 

ほか，各種研修への参加による職員の資質向上を図ります。 

 

④ ひとり親家庭等への支援強化 

《主な事業》 

●ひとり親家庭へのアウトリーチ型支援 

   令和元（2019）年度に開設した，ひとり親家庭サポート・ステーションに

おいて，ひとり親が抱える様々な悩み等について，家庭訪問や関係機関への

付添などの支援を実施します。 

 

●ひとり親家庭のための技能習得支援や経済的自立支援 

   ひとり親が看護師や介護福祉士等の就職に有利な資格を習得するために

１年以上養成機関に通う場合，その経費の負担を軽減する給付金を支給し，

技能習得を支援します。 

   また，自立支援プログラム策定事業を利用して就職した方に給付金を支

給するなど，ひとり親の経済的自立を促します。 

 

●ひとり親家庭等の子どもに向けた学習支援・生活相談 

   訪問相談支援員がひとり親家庭等を訪問し，親等の相談に応じるほか，そ
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の子どもに対しても基本的な生活習慣の習得支援や生活指導等を実施しま

す。 

また，学習支援員がひとり親家庭等を訪問し，主に小学生を中心とした 

18 歳未満の子どもに対して，学習支援や生活支援を実施します。 

 

●ひとり親家庭等の医療費助成 

   ひとり親家庭や両親のいない家庭などの20歳未満の子および母または父

にかかる医療費の一部に対する助成について，今後は，低所得者世帯，乳幼

児などに対してさらなる助成の拡大に努めます。 

 

⑤ 地域の将来を担う人づくり 

《主な事業》 

  ●社会科副読本や小・中学校における総合的な学習などを通じた地域愛の

醸成    

   小学校３・４学年の社会科副読本を活用し，児童が地域の自然や地理的環

境，社会での出来事などについて関心を高め理解を深めるとともに，コミュ

ニティ・スクールの仕組みを生かしながら地域社会の一員としての自覚を

持ち，地域社会に対する誇りと愛情を育むことを促進します。 

   また，市内小学生向けに作成した映像を総合的な学習の時間等で活用し，

函館の良い所，悪い所のほか，函館の歴史や魅力，先人達の気概等を学ぶな

ど地域愛の醸成を図ります。 

 

●未来のＩＴ人材等の育成 

   今後の情報通信技術のさらなる進展や変化を見据え，年齢・段階に応じた

プログラミング教室・プログラミングコンテストなどを開催し，ＩＴ分野に

おける将来的な人材育成の裾野の拡大やＩＴ分野全般にわたるレベルの底

上げを図ります。 

 

●私立学校や私立専修学校の運営支援 

   私立学校や私立専修学校を設置する学校法人に対して，父母負担の軽減

や教育条件の維持向上，安定した経営の維持などのために，その経営に要す

る経費のうち，直接教育の質向上に関する取組などに要する経費について

支援します。 
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⑥ いじめや虐待の早期発見・予防 

《主な事業》 

●学校ネットパトロールの実施 

   学校非公式サイトの検索・監視などを行い，スマートフォンやパソコンな

どの情報端末を使用した問題行動の未然防止や早期発見・早期対応を図り

ます。 

 

●スクールソーシャルワーカーの配置 

   児童生徒，学校や家庭からのいじめや不登校，虐待，日常生活などに関す

る相談などに対応するため，スクールソーシャルワーカーを配置し，各学校

の課題について訪問を通じ把握するとともに，個別のケースに応じて関係

機関と連携し，問題解決を図ります。 

 

 ●子ども家庭総合支援拠点の設置 

   児童虐待と認定された件数は年々増加傾向となっており，児童虐待など

要保護児童等について，妊娠期から子育て期にわたり切れ目ない支援に取

り組むとともに，児童相談所等の各関係機関との連携・協働により効果的な

対応を行う「子ども家庭総合支援拠点」の設置を進めます。 

 

⑦ 教育環境の充実 

《主な事業》 

●学力向上に向けた人的支援 

   小学校ではネイティブスピーカーや英語の堪能な地域人材の活用により，

会話や歌，ゲームなどを通して外国語に触れる機会を提供するほか，中学校

および高等学校においても，引き続き外国語指導助手（ALT）の活用を進め，

生きた英語に直接触れる機会などを増やすことで，外国語教育の一層の充

実を図ります。 

   また，学力向上非常勤講師を小・中学校に配置し，専門性の高い授業の提

供や，専門外の教科担当の解消など，教育環境の向上に取り組み，質の高い

授業を行うことで，子どもの学習への関心・意欲を高め，学力の向上をめざ

します。 

 

●コミュニティ・スクールの推進 

   令和元(2019)年度にすべての市立幼稚園，小・中学校や高等学校において
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導入が完了したコミュニティ・スクールを通じて，地域住民や保護者，教職

員がともに知恵を出し合い，協働して学校の運営にかかわり，子どもたちの

豊かな成長を支えていく「地域とともにある学校」の実現に取り組みます。 

 

●アフタースクール設置による子どもの学力向上支援 

   放課後や長期休暇中に児童の学習支援を行うアフタースクールを小学校

に設置し，地域人材を活用して，学習習慣の定着や主体的な学習態度の形成

をめざす取組を行い，子どもの学力の向上を支援します。 

 

●日本語指導が必要な児童生徒への教育支援 

  様々な言語に対応するため支援者を派遣し，日本語指導が必要な外国人児

童生徒等への教育支援を行います。 

 

（３）ＫＰＩ（重要業績評価指標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 指　　標 備考

胃がん
肺がん

大腸がん
乳がん

子宮がん

26.9%
20.4%
26.3%
36.0%
32.5%

胃がん
肺がん

大腸がん
乳がん

子宮がん

40.0%
40.0%
40.0%
50.0%
50.0%

４か月児
１歳６か月児

３歳児

96.9%
96.2%
97.4%

小学６年生
中学３年生

90.5%
83.6%

小学６年生
中学３年生

19.2%
12.8%

小・中学生ともに
増加

(令和6年度)

50.0%

(令和6年度)

小・中学生ともに
増加

(令和6年度)

(令和6年度)

(令和6年度)

増加

(令和6年度)

(令和6年度)

増加

(令和6年度)

増加

全項目
98.0%

目標値

(令和6年度)

延伸

(令和6年度)

増加
保健福祉部

保健福祉部／市民
の健康意識・生活
習慣アンケート

子ども未来部／子
ども・子育て計画

教育委員会／文部
科学省全国学力･
学習状況調査

教育委員会／文部
科学省全国学力･
学習状況調査

保健福祉部／北海
道健康増進計画
(参考数値)

子ども未来部／子
ども・子育て計画

子ども未来部／子
ども・子育て支援
ニーズ調査

子ども未来部／子
ども・子育て支援
ニーズ調査

父子世帯（祖父母同居を含む）の父親
の就労状況
（フルタイム勤務）

いじめはどんなことがあってもいけな
いことだと思う児童生徒の割合

今住んでいる地域の行事に参加してい
る児童生徒の割合

58.9%

(平成30年度)

86.9%

(平成30年度)

(平成30年度)

(平成30年度)

現状値

(平成30年度)

男77.3歳 女82.6歳

(平成28年度)

(平成28年度)

アフタースクール実施小学校の割合

1

2

3

4

5

10

6

7

8

9

乳幼児健康診査受診率

地域包括支援センターの相談件数

健康寿命
（日常生活動作が自立している期間の平均）

各種がん検診受診率

子ども未来部／子
ども・子育て計画

43.5%

(平成30年度)

13,327件

22.7%

(平成30年度)

(平成30年度)

子育て環境や子育て支援についての満
足度

母子世帯（祖父母同居を含む）の母親
の就労状況
（フルタイム勤務）
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基本目標２ 函館の経済を支え強化します 

 

（１）基本的方向  

平成 28(2016)年３月の北海道新幹線開業を契機に，本市の経済・観光振興

施策との相乗効果により本市の観光客数は 500 万人を越え，平成 30(2018)年

度には 526 万人（うち外国人観光客は 55 万人）となるなど，堅調に増加して

おり，この流れをさらに加速させるために様々な施策を行っているところです。

一方で，本市では依然として人口減少や高齢化が進んでおり，それに伴う市場

の縮小や人手不足といった課題を抱えている状況にありますが，観光客など交

流人口の拡大により，域内消費の増加を促し，人口減少が招く地域経済の縮小

を一定程度補うことにつながります。 

  しかしながら，本市は，若年層の進学・就職時における札幌市・首都圏への

転出超過が著しく，労働力人口が減少傾向にあることから，業種によっては深

刻な人手不足になっています。そのため，若者の地元への就労促進，企業誘致

などによる働く人が魅力を感じる雇用の場の確保や女性や高齢者の就労支援

のほか，外国人材の活用を促進するとともに，ＩＴやロボットなど先端技術を

活用した地場産業の生産性を向上させることで収益力の強化に繋げ，地域経

済の縮小を極力抑制し，強化を図ります。 

  加えて中小企業や小規模事業者の経営者の高齢化と後継者不足が問題にな

っていることから，本市の状況を把握し，Ｍ＆Ａなどの事業承継対策を進めま

す。 

  特に，本市の魅力の一つである「食」については，その価値を高め，多くの

方々を呼び込むきっかけとするため，漁業については，安定した漁家経営・漁

業生産をめざし，漁業者等関係者による養殖漁業についての調査・検討，農業

についてはスマート農業による従事者不足対策や生産性向上のための設備投

資，製造業では生産性向上のための設備投資などの支援を行い，「食」を支え

る産業の基盤強化を図ります。 

 

（２）施策  

① 観光客等の増加をめざす取組 

《主な事業》 

●国内観光客数の増加をめざす取組の強化 

   旅行代理店との商談会やＪＲなどと連携した観光プロモーションの実施，

航空会社とのタイアップによる誘客事業，旅行代理店や中学校・高等学校へ
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の教育旅行誘致プロモーションや冬季誘客事業の実施などにより，さらな

る函館の観光ＰＲに取り組みます。 

 

●海外観光客数の増加をめざす取組の強化 

   台湾や中国，タイなどアジア諸国の状況に合わせ，経済界と連携したトッ

プセールスや海外観光プロモーション，さらにはインフルエンサーによる

ＳＮＳを活用した本市の魅力発信等を積極的に実施し，本市の基幹産業で

ある観光産業の活性化を図ります。 

   また，インバウンド（訪日外国人観光客）の夜景観賞後の時間帯における

満足度を高め，消費を促進するためナイトタイムエコノミーの取組を進め

ます。 

 

●フェスティバルタウンの推進 

   函館らしい魅力あるイベントを，年間を通して連続させていくことによ

り，多くの人々が集い，賑やかで活気のあるまち「フェスティバルタウン」

が広く認知され，新たな来函の動機づけとなるよう，市内および近郊のイベ

ント情報を広く国内外に発信し，観光都市としてのブランド力の向上を図

るとともに，交流人口の拡大，地域コミュニティの強化や一体感の醸成につ

なげます。 

 

●広域観光の推進 

   陸・海・空のインフラがコンパクトに集積している地域特性を生かし，地

域経済への波及効果が大きい滞在型観光を促進するため，北斗市や七飯町

などの道南圏や青森を中心とする東北地域との連携などによる広域観光の

推進を図ります。 

 

② ＩＴやロボットなど先端技術を活用した生産性の向上 

《主な事業》 

●市内中小事業者を対象としたＩＴやロボット活用による生産性向上支援 

   生産性向上をめざす市内の事業者に対し，ＩＴやロボット活用による生

産性向上を目的とした設備導入のほか，大学などの高等教育機関や試験研

究機関との共同研究などを支援するとともに，スマート農業の実用化に向

けた取組についても支援します。 
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●ＩＴやロボットなど先端技術に関する普及啓発 

   市内企業や学術支援機関などにより構成される研究会において，ロボッ

ト導入の標準モデルを構築し，市内事業者にＩＴやロボットをはじめとす

る先端技術に関する研究成果や工場等への導入・活用事例などについて情

報発信するとともに，これらを効果的に関連付けしたＩｏＴ化の具体的事

例を紹介するなど，先端技術導入に向け機運の醸成を図ります。 

 

③ 食を支える安心・安全な農水産物の生産・供給支援のほか，食

の魅力を高め，多くのひとを呼び込み販路拡大につなげる支援 

《主な事業》 

  ●養殖漁業の推進に向けた調査・検討 

   海洋環境の変化などから，主要魚種であるスルメイカやサケ，天然コンブ

などの記録的な不漁が続き漁業経営が不安定になるとともに，第２次・第３

次産業への影響が懸念されていることから，安定した漁業経営・漁業生産を

めざし，漁業関係者や有識者で構成する協議会において，養殖漁業について

調査・検討を進めます。 

 

●農業・漁業の生産に必要な機械・設備等の導入・更新の支援等 

   農家・漁家の生産性の向上や経営規模拡大等に必要な機械の購入や施設

整備等を支援します。 

 

●国内外への販路拡大支援 

 市内の食料品製造業者等を対象に，国内のスーパーや百貨店等でフェアや

物産展等を開催し販路拡大を支援するとともに，アンテナショップを活用し

函館の食の魅力を発信します。 

 また，輸出商談会の開催等を通じ，海外展開の取組を支援します。 

 

●食の産業化の推進 

  本市の食の魅力向上により交流人口の拡大を図り，地域経済の活性化をめ 

ざす「食の産業化」を推進するため，食をテーマとしたイベントを開催する

ほか，将来，函館の食の魅力創出を担う人材育成に取り組むとともに，食ポ

ータルサイトを通じ，広く地域の食に関する情報を発信します。 
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④ 誰もが生き生き働くことができる環境整備 

《主な事業》 

●若者への地元企業等の魅力発信 

   高校生のための就職セミナーや地元企業等の魅力体験イベントの開催な

どを通じたキャリア教育を実施し，今の「学び」と将来の「仕事」とのつな

がりについて理解を深め，就業意欲の向上や職場定着を図ります。 

 

●首都圏ＩＴ関連企業などの企業誘致 

   ＩＴ関連産業や製造業を営む事業者に対し，設備投資に要した費用やオ

フィス賃料を助成するほか，市内に立地するＩＴ関連産業を営む事業者の

立地初期段階における人材の確保や育成を支援し，市内ＩＴ関連産業の高

度化と雇用機会の創出を図ります。 

   また，産学官金が連携して首都圏企業と交流し，地域の産業・技術などと

首都圏等の企業ニーズを結びつけ，地域産業の活性化や企業誘致の実現を

図ります。 

 

●若者の創業意識の醸成や創業者支援 

   若者向けセミナー等の開催により，創業に必要なノウハウの習得や人脈

作りの機会を提供するなど，将来，社会の担い手となる若者に対して創業意

識の醸成を図り，地域経済の活性化に貢献する人材の育成やビジネスプラ

ンへの相談対応など創業者支援に取り組みます。 

 

●女性や高齢者などに向けた就労支援 

   女性や高齢者を対象に，人手不足が深刻な業種において就労体験や意見

交換会などを実施し，参加者の就労につなげます。 

   また，外国人材の受入を検討する市内事業者に対し，在留資格の種類や制

度の仕組み，雇用事例等に関するセミナーを開催するほか，日常生活におけ

る相談に対応するなど受入・雇用環境の整備を促進します。 

 

  ●ワーケーションの促進 

   近年，働き方改革のもと，仕事（Work）と休暇（Vacation）を兼ねて地方

へ一定期間滞在するワーケーションが各地で広がりつつある中，本市にお

いても市内の公共施設等を活用し，民間企業と連携しながら受入体制の整

備を行うなど，ワーケーションを促進し，将来的な移住・企業誘致に繋げま

す。 
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●青年新規就農者への経営支援 

   経営が軌道に乗るまでの青年新規就農者に対して，経営の安定化を支援

することで就農者の増加や就農者としての定着を促進し，持続可能な力強

い農業の実現を図ります。 

 

（３）ＫＰＩ（重要業績評価指標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 指　　標 現状値 目標値 備考

526万人 550万人

(平成30年度) (令和5年度)

1.27泊 1.28泊

(平成30年度) (令和5年度)

55.1万人 増加

(平成30年度) (令和5年度)

３件 15件

(平成30年度) (令和6年度)

9,502円 5%増加

(平成29年度) (令和6年度)

20社 50社

(平成30年度) (令和6年度)

2件 5件

(平成30年度) (令和6年度)

393件 1,800件

(平成30年度) (令和6年度)

280.6万円 増加

(平成30年度) (令和6年度)

410人
（令和6年度）

経済部／市の事業
によるもの

市の事業を通じた創業支援者件数
(累計)

経済部

経済部／市の事業
によるもの

経済部／市の事業
によるもの

経済部／市の事業
によるもの

新規雇用者数(累計)

企業立地件数(累計)

観光入込客数

平均宿泊数

外国人宿泊者数

ＩＴ・ロボット等導入支援事業採択数
(累計)

海外販路開拓事業者数(累計)

4

10

9

6

7

8

課税対象所得

5 函館市内での旅行費用（飲食費）
経済部／観光動向
調査

99人
（平成30年度）

観光部／観光基本
計画

観光部／観光基本
計画

観光部／観光基本
計画

経済部／総務省市
町村税課税状況等
の調

1

3

2
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基本目標３ 快適で魅力あるまちづくりを進めます 

 

（１）基本的方向  

  本市は，豊かで美しい自然環境に加え，異国情緒あふれる町並みや新鮮な海

の幸，縄文遺跡群などをはじめとする文化遺産など，多くの地域資源に恵まれ，

地域ブランド調査において毎年魅力度の高い都市として評価されています。

これからも，地域の魅力を磨き上げ，デザイン性の高い都市空間や花と緑にあ

ふれる町並みの整備などを進め，観光客がまた訪れたくなるまち，移住・定住

で住みたいまちになるよう，まちの魅力を高めます。 

  また，交通結節点として，高規格幹線道路等の整備促進や若松ふ頭など大型

旅客船ふ頭の整備，国内・国際航空路線網の充実，北海道新幹線の札幌延伸な

ど，市民をはじめ国内外の観光客，ビジネス客にも魅力的な交通アクセスの向

上を図り，都市機能の充実に取り組みます。 

  そして，地震や台風，火山などの自然災害から市民の生命や財産を守るため，

災害に強いまちづくりを一層推進するとともに，豊かな自然に囲まれた環境

を守るため，地球温暖化や海洋プラスチックごみ問題など環境問題に対する

関心を高める取組を進めます。 

  さらに，将来の人口減少を見据え，少ない職員数でも高度化・多様化する市

民ニーズに的確に対応できる組織体制の構築に引き続き取り組むとともに，

行政事務へのＡＩ・ＩＣＴの活用を推進し，業務の効率化を図るとともに，利

便性を高め市民サービスの向上につなげます。 

 

（２）施策  

① デザイン性の高い町並みの整備や西部地区の再整備 

《主な事業》 

●ガーデンシティ函館の推進 

   歴史と景観に配慮した，デザイン性の高い町並みを整備し，函館のまち全

体が，緑あふれる公園やオープンガーデンのような，見て，歩いて，感じて

楽しい，美しいまちをめざし，長期的なまちづくりに取り組むことで，函館

が持つ魅力に磨きをかけ，賑わいの創出と交流人口の拡大，さらには将来に

わたり持続する都市ブランドの確立につなげます。 
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●西部地区の再整備 

   西部地区は，人口減少や高齢化などによりまちの活力が低下し，空家・空

地が増加するなど，地区の魅力を失いかねない状況にあることから，町会と

の協働による地域活性化の推進や，空家・空地を利用した移住・定住に関す

る取組と連携を図りながら，将来にわたって持続可能な西部地区ならでは

の暮らしと風景を構築します。 

 

② 交通アクセスの向上 

《主な事業》 

●函館港若松地区旅客船ふ頭の整備や積極的なポートセールス 

   函館駅に隣接した若松地区において，12 万総トン級のクルーズ船が係留

可能な旅客船ふ頭の本格供用に向けた整備に加え，クルーズ船ターミナル

を整備します。完成後には，港町ふ頭や西ふ頭を含めた３か所での同時係留

が可能になることから，クルーズ船の寄港増や乗客の利便性の向上，消費活

動の促進につなげます。 

 

●国内・国際航空路線網の充実 

   国内航空路線については，既存路線の充実のため，就航地のＰＲなどによ

り，利用者の増加に努めるほか，新たな路線を誘致するため，航空会社に要

望活動を行います。 

また，国際航空路線については空港運営会社と連携・協力し，新規路線の 

誘致に取り組むほか，国際線の日本人利用者の増加に向けた取組を進めま 

す。 

 

③ 災害に強く安心・安全なまちへの体制強化 

《主な事業》 

●防災対策の強化 

   多発する自然災害に備え，ハザードマップ等を活用した警戒避難体制の

確保や，地震や台風，大雨などの災害を想定した住民参加型の防災総合訓練

の実施など，市民の防災意識の向上や地域防災力の強化を図るとともに，Ｓ

ＮＳを活用した緊急情報の発信など，情報伝達手段を多様化し強化するほ

か，活火山である恵山の防災対策を推進します。 

   また，災害時においても市民の生活を守るとともに，被害の軽減を図り，

災害に強いまちづくりを進めるため，強靱化に向けた取組を推進します。 
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●除排雪に向けた対策 

   ひとり暮らしの高齢者や身体障がい者などに対し，外出時の通路を確保

するための除排雪などを支援するほか，「スノーボランティアサポートプロ

グラム」により，歩道，生活道路および小・中学校周辺の通学路の除排雪等

のボランティア活動に協力する団体に，小型除雪機を貸出し，市民協働によ

る地域除雪活動の充実を図ります。 

   また，大雪時にも対応できる安定した除排雪体制づくりを推進するとと

もに，冬期間の円滑な道路交通や快適な生活空間を確保し，安全で安心な市

民生活や経済活動を維持できるよう，より一層の雪対策を推進します。 

 

●通学路等の交通安全対策 

   市内小・中学校の通学路の危険箇所について，警戒標識や歩道の整備，街

路灯の設置や防犯パトロール，見守り活動を実施するほか，保育園などが日

常的に利用する散歩経路等の点検を実施するなど，安全な道路交通環境の

整備に取り組みます。 

 

④ 公共交通の充実 

《主な事業》 

●バス路線網の再編 

   美原地区路線バス乗降場の整備および同地区におけるゾーンバスシステ

ムの導入を進めるほか，誰もがわかりやすく利用しやすいバス路線網への

再編に取り組みます。 

 

●市電の線路，安全地帯等の改良や車両購入 

輸送の安全確保はもとより，便利で，快適で，定時性を保ったサービスの

提供をめざし，線路や電路，車両，安全地帯の更新・改良を実施することに

より，観光客や多くの市民の利用促進につなげます。  

 

⑤ 文化・スポーツの振興 

《主な事業》 

●縄文遺跡群の世界遺産登録に向けた取り組みの推進および受入体制の構築 

   南茅部地域の史跡大船遺跡と史跡垣ノ島遺跡を含む「北海道・北東北の縄

文遺跡群」についてユネスコ世界文化遺産の正式登録をめざします。 

   また，引き続き，縄文文化の価値や魅力を国内外に広くＰＲするとともに, 
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垣ノ島遺跡については，公開に向けた整備を進めます。 

登録後は，縄文文化交流センターと大船遺跡，垣ノ島遺跡の来訪者の増加

が予想されることから，来訪者を円滑に受け入れる体制の構築に取り組みま

す。 

 

●「函館マラソン」の魅力向上やスポーツ大会・合宿誘致の推進 

   函館マラソンのバラエティに富んだコースを生かしつつ，参加ランナー

の声による改善を継続し，国内外からのランナーにとって魅力あふれるマ

ラソン大会になるよう取り組みます。 

   また，各競技団体への情報発信や支援をＰＲし，スポーツ大会・合宿の誘

致に取り組みます。 

 

⑥ 環境にやさしいまちの推進 

《主な事業》 

●地球温暖化対策の推進 

   温室効果額ガス削減のためのイベントや出前講座の実施など，啓発事業

に取り組みます。 

 

●３Ｒ（リデュース，リユース，リサイクル）の推進 

   ごみの減量化・再資源化のため，排出抑制や分別の徹底などの啓発強化に

取り組みます。 

 

  ●プラスチックごみ対策の推進 

   使い捨てプラスチック製品の使用削減などの周知啓発を図るとともに，

プラスチックごみの海への流出防止にかかる啓発活動を推進します。                            

 

⑦ 移住者や定住者への魅力発信 

《主な事業》 

●首都圏をはじめとする移住検討者に向けたＰＲの実施 

   首都圏などにおいて移住相談やセミナーの開催，移住イベントへの参加

などによるＰＲを実施するとともに，市内に設置している移住サポートセ

ンターにおいて移住・定住の相談や交流会などの各種取り組みを実施する

など，移住者の増加につなげるため幅広く取り組みます。 
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●インターネットを活用した函館市のくらしＰＲ 

   ＳＮＳを活用し，移住者のインタビューや函館市のイベント情報，移住関

連情報などを定期的に発信し，函館での魅力的な暮らしをＰＲします。 

 

⑧ 行政事務の効率化と利便性 

《主な事業》 

●行政事務へのＡＩ・ＩＣＴ活用 

  行政事務の効率化や市民の利便性向上を目的として，行政情報の電子化・

共有化に必要な基盤・環境整備を進め，ペーパーレス化に取り組むとともに，

定型業務を自動化するＲＰＡや市民からの問い合わせ等に自動対応するチ

ャットボットなど先端技術の導入を推進します。 

 

（３）ＫＰＩ（重要業績評価指標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 指　　標 現状値 目標値 備考

10.56% 縮小

(平成27～31年度) (令和2～6年度)

27回 70回

(平成30年度) (令和6年度)

76.5% 80.9%

(平成30年度) (令和6年度)

92.9% 95%以上

(平成30年度) (令和7年度)

バス△3.3% < 人口△8.1% 人口減少率以下

(平成30年度) (令和6年度)

126件 増加

(平成30年度) (令和6年度)

101,957人 40%増加

(平成26～30年度) (令和2～6年度)

1,155g 1,093g以下

(平成30年度) (令和7年度)

15.1% 20%以上

(平成30年度) (令和7年度)

７件 35件

(平成30年度) (令和6年度)

74件 増加

(平成30年度) (令和6年度)

2 クルーズ船の寄港数 港湾空港部

都市計画道路の整備率

教育委員会

経済部

企画部

教育委員会

路線バス利用者数の減少率

函館市ＩＪＵターン相談コーナー
を通じて移住した件数（累計）

市・移住サポートセンターにおけ
る移住相談件数

1

4

10

11

5

6

7

8

9

3

都市建設部

企画部／地域公共
交通網形成計画

環境部／第３次環
境基本計画

環境部／第３次環
境基本計画

都市建設部

総務部／強靭化計
画

西部地区居住者の減少率

公共建築物の耐震化率

リサイクル率

スポーツ合宿の件数

縄文文化交流センター入館者数
（累計）

一人一日あたりごみ排出量
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第３章 本戦略におけるＳＤＧｓの考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標１ 市民一人ひとりの幸せを大切にします 

 

施策 １７のゴール

①　地域で見守り支える福祉拠
　　点づくり

②　健康で元気に生活できる環
　　境づくり

③　出産・子育てへの支援強化

④　ひとり親家庭等への支援強
　　化

⑤　地域の将来を担う人づくり

⑥　いじめや虐待の早期発見・
　　予防

⑦　教育環境の充実
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基本目標２ 函館の経済を支え強化します 

 

 

基本目標３ 快適で魅力あるまちづくりを進めます 

 

①　観光客等の増加をめざす取
　　組

施策 １７のゴール

②　ＩＴやロボットなど先端
　　技術を活用した生産性の
　　向上

③　食を支える安心・安全な農
　　水産物の生産・供給支援の
　　ほか，食の魅力を高め，多
　　くのひとを呼び込み販路拡
　　大につなげる支援

④　誰もが生き生き働くことが
　　できる環境整備

施策 １７のゴール

⑦　移住者や定住者への魅力発
　　信

⑧　行政事務の効率化と利便性

①　デザイン性の高い町並みの
　　整備や西部地区の再整備

②　交通アクセスの向上

③　災害に強く安心・安全なま
　　ちへの体制強化

④　公共交通の充実

⑤　文化・スポーツの振興

⑥　環境にやさしいまちの推進
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第２期函館市活性化総合戦略の策定経緯 

函館市まち・ひと・しごと創生推進会議設置要綱 

函館市まち・ひと・しごと創生推進会議委員名簿 
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第２期函館市活性化総合戦略の策定経緯 

 

 平成31（2019）年 

 

  ４月  市民等アンケートの実施 

 

 令和元（2019）年 

 

  ８月  令和元年度第１回函館市まち・ひと・しごと創生推進会議の開催 

      《第１期函館市活性化総合戦略の評価検証》 

 

11月   令和元年度第２回函館市まち・ひと・しごと創生推進会議の開催 

      《第２期函館市活性化総合戦略（骨子案）の検討》 

 

 令和２（2020）年 

 

  ２月  令和元年度第３回函館市まち・ひと・しごと創生推進会議の開催 

      《第２期函館市活性化総合戦略（素案）の検討》 

函館市政策会議の開催 

      パブリックコメント手続きの実施（２月○日～３月○日） 

 

  ３月  パブリックコメント手続きの実施結果の公表 

      「第２期函館市活性化総合戦略」の策定，公表 
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函館市まち・ひと・しごと創生推進会議設置要綱 
 
（目的および設置） 

第１条 まち・ひと・しごと創生法（平成２６年法律第１３６号）第 10条第１項
に規定する市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「総合戦略」という。
）の推進等にあたり，広く関係者の意見を反映させるため，函館市まち・ひと・
しごと創生推進会議（以下「会議」という。）を設置する。 
 
（所掌事務） 

第２条 会議は，次に掲げる事項を所掌する。 
 (1) 総合戦略の策定，推進および改訂に関する事項 
 (2) その他，市長が必要と認める事項 
  
（組織） 

第３条 会議は，委員８人以内をもって組織する。 
２ 委員は，産業関係者，学識経験者，金融機関関係者，労働団体関係者，報道機
関関係者，公募による市民その他市長が適当と認める者の中から市長が委嘱す
る。 

３ 会議にオブザーバーを置き，必要に応じて意見，助言等を求めることができ
る。 
 
（任期） 

第４条 委員の任期は３年以内とする。 
２ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 
３ 委員の再任は，妨げないものとする。 

 
（委員長および副委員長） 

第５条 会議に委員長１人および副委員長１人を置く。 
２ 委員長および副委員長は，委員の互選により定める。 
３ 委員長は，会議を代表し，会務を総理する。 
４ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるときは，その職務を代理す
る。 
 
（会議） 

第６条 会議は，委員長が招集する。 
２ 会議は，委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 
３ 委員長は，会議の議長となる。 
４ 委員長は，必要があると認めるときは，会議に関係者の出席を求め，その意見
または説明を聞くことができる。 

 
（庶務） 

第７条 会議の庶務は，企画部計画推進室計画調整課において処理する。 
 
（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか，会議の運営について必要な事項は，その都
度協議して定める。 

 
   附 則 
この要綱は，平成２７年４月２１日から施行する。 

   附 則 
 この要綱は，平成２８年８月１日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は，平成３１年２月１日から施行する。 
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（敬称略）

分　　　　野 氏　　名

1 　　　産　業　（経　済） 外
そ と

　崎
ざ き

　浩
ひ ろ

　之
ゆ き

2 　　　産　業　（観　光） 中
な か

　野
の

　　　晋
すすむ

3 　　　学　識　経　験 奥
お く

　平
だいら

　　　理
おさむ

4 　　　金　融　機　関 西
に し

　田
だ

　正
ま さ

　幸
ゆ き

5 　　　労　　働 八木橋
や ぎ は し

　正
ま さ

　典
の り

6 　　　言　(報　　道) 相
あ い

　庭
ば

　美
み

　華
か

7 　　　公　　募 三
み

　島
しま

　真佐子
ま さ こ

令和2年2月6日現在

函館市まち・ひと・しごと創生推進会議委員名簿

（委員任期：令和４年３月31日まで）


